
不動産投資市場政策懇談会

不動産証券化協会発表資料
「不動産投資市場の発展と役割、当協会の取り組み」

資料６
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投資口時価総額

上場銘柄数

（銘柄） （兆円）

1990/09

Ｊリート市場等と当協会の取り組み

日銀資産買入基金
創設

Ｊリート初の破綻
（ﾆｭｰｼﾃｨﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ）

ﾘｰﾏﾝﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ破綻

第二次安倍内閣発足

改正信託業法施行

（信託受益権販売業者
制度の創設）

NBF・JRE運用開始

時価総額1兆円突破
(2004年2月）

時価総額5兆円突破
(2007年1月）

金商法施行

時価総額10兆円突破
(20014年11月）

不特法施行
(1995年4月)

改正投信法

リート組成
可能に

CRES設立
(1990年9月)

ARESに改組
(2002年12月)

Ｊリートの海
外投資解禁

平成21年度税制改正
（合併差益分配不要など）

不動産市場安定化
ファンド設立

改正不特法公布
（SPC型の不特法事業が可能となった）

改正投信法公布

ARES認定マスター
資格制度一般公開

旧AJPI公表開始※1

不動産私募ファンド開示
ガイドラインを制定

新AJPI公表開始※2

高齢者向け住宅等ヘル
スケアリートガイドライン

公表

※1 上場リートを対象としたインデックス
※2 上場リート及び私募不動産ファンドを対象としたインデックス
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Ｊリートの投資対象資産は多様化し、地方創生にも寄与

※本懇談会利用限り
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Ｊリートの地方への投資状況

三大都市圏：東京圏、大阪圏、名古屋圏

出所：各投資法人の開示資料等を元にARES作成（2015年10月末時点）

101,913
(73.7%)

15,763
(11.4%)

4,163
(3.0%)

16,359
(11.8%)

投資物件の所在地（金額ベース）

東京圏

大阪圏

名古屋圏

その他都市

単位：億円(全体に
占める割合）

2,170
(68.5%)

322
(10.2%)

142
(4.4%)

535
(16.9%)

投資物件の所在地（件数ベース）

東京圏

大阪圏

名古屋圏

その他都市

単位：件(全体に
占める割合）

61,394
(50.4%)

21,026
(17.3%)

18,709
(15.4%)

11,583
(9.5%)

3,626
(3.0%)

547
(0.4%)

4,955
(4.1%)

三大都市圏の用途内訳

オフィス

住宅

商業施設

物流施設

ホテル

ヘルスケア施設

その他

単位：億円(全体に
占める割合）

Ｊリートは、地方への投資も進んでおり、投資先用途も多様化している。

3,031
(18.5%)

2,131
(13.0%)

6,268
(38.3%)

2,758
(16.9%)

1,443
(8.8%)

265
(1.6%)

463
(2.8%)

その他都市の用途内訳

オフィス

住宅

商業施設

物流施設

ホテル

ヘルスケア施設

その他

単位：億円(全体に
占める割合）
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機関投資家
（年金・生保・
銀行など）

個人投資家

Ｊリート
（東京証券取引所）

不動産特定
共同事業

個人投資家・機関投資家等から調達した資金を旧耐震・老朽化建物の再開発等に
循環し、社会資本ストック形成に寄与。

不動産投資運用会社

社会資本整備

私募ファンド
（非上場）

売却

再開発

旧耐震・
老朽化建物

運用

配当

投資

高齢者住宅

大型物流施設

商業施設

オフィス・本社ビル

06

不動産証券化市場

資金

不動産証券化の意義（社会資本整備）

など
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機関投資家
（年金・生保・
銀行など）

個人投資家

Ｊリート
（東京証券取引所）

不動産特定
共同事業

個人投資家・機関投資家等から調達した資金を元にした企業保有資産の流動化を
通じ、企業の設備投資資金の確保及び経済成長に寄与。

不動産投資運用会社

私募ファンド
（非上場）

運用

配当

投資
商業施設

オフィス・本社ビル

06

不動産証券化市場

資産有効活用

新規設備投資
として活用

など

不動産証券化の意義（資産有効活用）

遊休地

企業

企業保有資産

資金

売却

資
金

工場等
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7,305
(6.8%)

45,584
(42.7%)

2,737
(2.6%)602

(0.6%)

2,233
(2.1%)

2,306
(2.2%)

10,769
(10.1%)

24,820
(23.3%)

10,341
(9.7%)

金額ベース

都銀・地銀等

信託銀行

生命保険会社

損害保険会社

その他の金融機関

証券会社

事業法人等

外国法人等

個人・その他

単位：億円(全体に占
める割合）

単位：億円(全体に占
める割合）

10,405
(1.9%)

8,609
(1.5%)

531,295
(95.6%)

投資主数ベース

都銀・地銀等

信託銀行

生命保険会社

損害保険会社

その他の金融機関

証券会社

事業法人等

外国法人等

個人・その他

単位：人（全体に占める割合）

Ｊリートの投資主の状況

出所：東京証券取引所「REIT投資主情報調査」を元にARES作成（2015年2月末時点）

Ｊリートは、個人を含む様々な投資家から資金を調達しており、
国民の幅広い資産形成に寄与。

※

※都銀・地銀等及び信託銀行を合計した5兆2,889億円は、投資信託：3兆7,506億円、年金信託：1,328億円を含む
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不動産と金融の融合による新しい業種・業務の創造

不動産投資顧問
・運用会社

（不動産アセットマネジメント）

不動産 金融

不動産会社

信託銀行
（証券化不動産カストディ等）

銀行等（デット）
（ ノンリコースローン等 ）

証券会社
（証券化商品公募・私募取扱い等）

建設会社

プロパティマネジメント会社

弁護士 （証券化法務）
公認会計士・税理士 （証券化会計・税務等）
不動産鑑定士 （証券化不動産鑑定）
コンサルタント （エンジニアリングレポート等）
格付会社 （証券化商品格付）

不動産仲介会社

機関投資家（エクイティ）
（証券化商品投資）

証券取引所
（上場証券化商品市場）

各種証券化不動産
関連業務

不動産投資市場
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不動産証券化協会の業種別会員数
正会員

投資法人資産運用業 28社

不動産業 26社

不動産投資顧問業 14社

投資法人資産運用業
／不動産投資顧問業

4社

建設業 6社

証券業 6社

信託銀行業 6社

銀行業 5社

総合商社 4社

ハウスメーカー 2社

税務・会計事務所 1社

税理士・税理士法人 1社

総合ビルメンテナンス業 1社

政府系金融 1社

その他金融業 1社

電鉄業 1社

法律事務所 1社

合計 108社

賛助会員

不動産業 43社 資産運用業 2社

不動産投資顧問業 32社 投資顧問業 1社

法律事務所 21社 投資信託委託業
／投資顧問業

1社

不動産鑑定業 14社 政府系機関 1社

投資法人資産運用業 14社 司法書士 1社

投資法人資産運用業
／不動産投資顧問業

1社 その他 2社

コンサルティング 11社

税務・会計事務所 6社

シンクタンク 5社

情報産業 5社

証券業 4社

税理士・税理士法人 4社

格付会社 4社

監査法人 4社

リース業 4社

その他金融業 3社

合計 183社

（平成27年10月1日現在）
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第5期 中期事業計画（平成27年度～平成29年度）概要

１．目標
「更なる進化への挑戦とニューフロンティアの開拓」
・2020年のオリンピック開催という好機をとらえ、Jリートおよび私募リートならびにそれらに準ずる
インフラファンドの資産総額30兆円を目指す。
・私募ファンド市場については、リートと同等以上の規模を持ち、その中長期的な拡大が不動産投資
市場の発展にとって不可欠である。また運用資産の多様化やリートとは異なる投資家層の拡充等が
見込まれることから、引き続き同市場の動向を把握し、その健全な成長に向けた諸課題に取り組む
こととする。

２．中期事業課題
（１）主要投資資産としての不動産の地位の確立と向上
①投資家層の拡充による不動産投資市場の拡大
②年金におけるアセットクラスとしての不動産運用の促進
③市場の激変に備えた投資家保護に資する不動産投資市場の整備
④国際金融機能向上等によるインバウンド投資の促進
（２）新たな資産へのアプローチ（投資対象資産の多様化）
①社会が求める新たな不動産の供給と地域経済への貢献
②公的資産（PRE・インフラ）活用・更新への貢献
③アウトバウンド投資の推進
（３）その他
協会基盤の強化
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平成27年度事業計画 概要

Ⅰ．重点課題
１．個人・機関投資家を問わず不動産を主要対象資産とするための基盤整備と情報発信・情報共有
２．インフラおよびPREへの投資機会創出と投資基盤整備のための課題探索
３．アウトバウンド投資の基盤づくりに向けた検討・調査
４．地方都市における不動産投資・開発案件形成と不動産特定共同事業等証券化手法活用の
ための情報交換・啓発・支援のための方策検討

５．金融収縮期も念頭においた資金調達手法等の研究

Ⅱ．事業内容
１．政策提言事業（制度改善要望活動、税制改正要望活動、会計基準関連等）

２．不動産証券化普及事業（個人投資家、機関投資家、海外投資家、情報提供）

３．調査研究事業（研究･啓発、調査）

４．国際連携活動

５．教育事業（ARESマスター資格制度等）

６．投資家保護事業

７．その他（研修事業、出版事業、協会運営、組織改正等）



一般社団法人不動産証券化協会の概要
設立 1990年9月17日、不動産シンジケーション協議会として設立。2002年12月4日社団法人化。

会員数 法人正会員108社、賛助会員183社 合計291社

役員（順不同、敬称略）

会長（代表理事） 岩沙弘道 （三井不動産㈱代表取締役会長）

副会長 高橋温 （三井住友信託銀行㈱相談役）

金指潔 （東急不動産㈱取締役会長）

古賀信行 （野村證券㈱取締役会長）

木村惠司 （三菱地所㈱取締役会長）

永易克典 （㈱三菱東京UFJ銀行 取締役会長）
朝田照男 （丸紅㈱代表取締役会長）

理事 久保哲也 （SMBC日興証券㈱代表取締役社長）
井上亮 （オリックス㈱取締役兼代表執行役社長・グループCEO ）
小野寺研一 （住友不動産㈱取締役副会長）

畑中誠 （東京建物㈱取締役会長）

中井加明三 （野村不動産㈱取締役会長）

本山博史 （みずほ証券㈱取締役社長）

國部毅 （㈱三井住友銀行 頭取兼最高執行役員（代表取締役） ）

常陰均 （三井住友トラスト・ホールディングス㈱取締役会長）

片山浩 （ジャパン リアルエステイト アセット マネジメント㈱代表取締役社長）

田中健一 （日本ビルファンドマネジメント㈱代表取締役社長）

森口隆宏 （JPモルガン証券㈱代表取締役会長）
日比野隆司 （大和証券㈱代表取締役社長）

村田誉之 （大成建設㈱代表取締役社長）

専務理事 内藤伸浩

監事 牛島信 （牛島総合法律事務所 代表弁護士）

杉本茂 （㈱さくら綜合事務所代表取締役）

鳥井一美 （農中信託銀行㈱代表取締役社長）

（2015年10月1日現在）
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